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－173 （     ）－
受け入れ，Ｙが実質勝訴する形で，訴訟は終結した。Ｙは，2014（平成 26）





























・2014（平成 26）年 12 月，投資会社Ｙは市に１億 4238 万 7700 円を支払い，所有権移転
登記をした。
173
－174 （     ）－
塚原高原メガソーラー（大規模太陽光発電所）計画の動向②
―市条例制定と住民による提訴　　　新聞報道等から筆者作成
・投資会社Ｙらは４回地元説明会を行った。2012（平成 24）年 12 月，2013（平成 25）年
７月，８月，12 月に実施。





・2014（平成 26）年 11 月，入会権を持っていた住民の一人が市と投資会社Ｙの売買契約
の無効確認を求めて提訴。




































































































































































－180 （     ）－
ことに関して，原告住民らが各土地の提供差止請求，および財務会計法規上
の義務に違反する行為があったとして住民訴訟を提起した吉野ヶ里メガソー


























－181 （     ）－
うことについて文化財保護法上の違法は存しないというべきである（文化財












































年５月 31 日」は，2016（平成 28） 年 11 月 14 日～ 2017 （平成 29）年１月 30 











－183 （     ）－
後者である吉田氏の調査（2017（平成 29）年５月 21 日現在）によれば，太
陽光発電施設に関わる対応として最も多いのは， 「既存の法，条例等で対応（景
観計画・景観条例，環境影響評価条例含む）」とした 308 自治体で 34％，二番




設・パネル等も対象とした」は 117 自治体で 13％，「再生エネルギー（太陽光

























































































成 26 年４月 25 日・判自 387 号 47 頁）。
他方，景観利益の「歴史的または文化的環境を形作るもの」という定義は，








はできない」と判示した大阪地判平成 24 年３月 27 日・判時 2159 号 88 頁，お
よび松島の自然的文化的環境に関し，景観利益の内容が具体的に明確化されて
いるとは解し難い（自然公園法の適用はないが，なお同法によっても同様に解







































































































































－192 （     ）－
８．結びに代えて






































なお，本稿は，JSPS 科研費 16K13333 の助成を受けたものである。
提出年月日：2018 年５月７日
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